














次に、品目別で日露の貿易関係をみると、ロシアか
ら日本へは鉱物性燃料を始めとする資源を輸出し、日
本からは車両及び同部品を輸入するという構造となっ
ている。

より詳細に輸出品目をみると、他の貿易相手国と同
様、鉱物性燃料が最大輸出品目となっている。他の貿
易相手国と異なる点は、輸出総額に占める石油ガスそ
の他のガス状炭化水素及び石炭の輸出の割合が大きい
ことである 215。（石油ガスその他のガス状炭化水素
21.9％、石炭 14.5％）特に、日本はロシアにとっ
て 216、最大の液化天然ガスの輸出国となっている。
さらに、日本にとっても、液化天然ガスの輸入相手国
としてのロシアの存在感が高まっており、2017 年に
は第 5 位の相手国として、全体の 7.9％をロシアから
輸入している（第Ⅰ-2-5-20 表・第Ⅰ-2-5-21 表）。

次に、輸入品目をみると、車両及び同部品が最も割

合が大きく、特に、自動車、自動車部品が占める割合
が大きい。（自動車 26.9％、自動車部品 14.9％）次いで、
ゴム製タイヤ（4.5％）、掘削機（3.9％）、エンジン（2.6％）
などが多く輸入されている（第Ⅰ-2-5-22 表）。

日本からの輸入品目で最も大きな割合を占める自動車
の輸入額が、2013 年以降、減少基調にある。この背景に
は、油価の下落に伴う購買力の低下に加え 217、自動車の
現地生産が拡大したことが考えられる。

次に、日本との直接投資関係についてみると、近年
の日本からの直接投資は、金融・保険業、卸売・小売
業など幅広い業種に及んでおり、基本的には増加基調
で推移していたが、2014 年以降、減少傾向にある。
足下では、金融・保険業、卸売・小売業への投資が堅
調な一方で、製造業への投資が落ち込んでいる 218（第
Ⅰ-2-5-23 図）。

第Ⅰ-2-5-20 表
ロシアの液化天然ガス主要輸出相手国

国順位 2009 2017
1 位 日本（73.1%） 日本（72.4%）

2位 インド（7.3%） 韓国（16.2%）

3位 韓国（6.3%） 台湾（9.8%）

4位 クウェート（6.1%） 中国（1.1%）

5位 台湾（3.6%） ポーランド（0.2%）
備考：1．液化天然ガスは、HSコード 271111 をさす。

2．割合は、液化天然ガス輸出額に占める各国の割合。
3．ロシアは、2009 年より液化天然ガスを東アジアに輸出。

資料：Global Trade Atlas より作成。

第Ⅰ-2-5-21 表
日本の液化天然ガス主要輸入相手国

国順位 2007 2017
1 位 インドネシア（22.2%） オーストラリア（31.1%）

2位 マレーシア（19.9%） マレーシア（17.3%）

3位 オーストラリア（16.1%） カタール（11.4%）

4位 カタール（12.8%） インドネシア（8.1%）

5位 ブルネイ（7.8%） ロシア（7.9%）
備考：1．液化天然ガスはHSコード 271111 を指す。

2．割合は、液化天然ガス輸入額に占める各国の割合。
資料：Global Trade Atlas より作成。

第Ⅰ-2-5-22 表 ロシアと日本の主要輸出入品目及びシェア（2017 年）

分類	
（HS コード 2桁）

HSコード	
（4桁）

品目名
輸出金額	
（十億ドル）

シェア	
（%）

分類	
（HS コード 2桁）

HSコード 品目名
輸入金額	

（十億ドル）
シェア	
（%）

鉱物性燃料 2709 原油 3.2 30.7 車両及びに同部品 8703 自動車 2.1 26.9 

鉱物性燃料 2711 石油ガスその他のガス状炭化水素 2.3 21.9 車両及びに同部品 8708 自動車部品及び付属品 1.2 14.9 

鉱物性燃料 2701 石炭 1.5 14.5 ゴム及び同製品 4011 ゴム製タイヤ 0.3 4.5 

アルミニウム及びその製品 7601 アルミニウムの塊 0.8 7.8 車両及びに同部品 8707 車体（自動車） 0.3 4.0 

鉱物性燃料 2710 石油精製品 0.8 7.2 一般機械 8429 掘削機 0.3 3.9 

貴金属等 7110 白金 0.5 4.6 一般機械 8407 エンジン 0.2 2.6 

木材 4407 木材 0.3 3.0 一般機械 8443 印刷機 0.1 1.8 

動物 0303 魚 0.2 1.6 車両及びに同部品 8704 貨物自動車 0.1 1.7 

鉄鋼 7202 フェロアロイ 0.2 1.5 光学機器 9018 医療用機器 0.1 1.7 

船舶及び浮き構造物 8901 客船、貨物船 0.1 0.9 雑品 9619 おむつなど 0.1 1.4 

備考：鉱物性燃料は黄色にて着色。
資料：Global Trade Atlas より作成。

215	APEC 諸国向け石炭の輸出量が増加しており、シベリア・バム鉄道の輸送量が増加している。特に、韓国・中国・日本向けが多い。それ
に伴い、2014 年にロシア政府は「シベリア・バム鉄道近代化計画」を承認し、輸送能力の拡大を目指している。

216	2009 年よりロシア極東から、アジアへ LNG 輸出を開始した。
217	ロシアの世界からの自動車（HS8703）の輸入額は、2014 年から 2015 年にかけて半減した。油価が下落した 2014 年、2015 年はルーブル

も減価しており購買力の低下が見受けられる。その後、2016 年、2017 年についても、2015 年とほぼ同水準で輸入額は推移している。
218	2016 年のロシアの対内直接投資において、製造業への投資額は前年比 28.6％減となった。（国際収支ベース、ネット、フロー）

第
２
章

第
Ⅰ
部

通商白書  2018 129

第５節ロシア及び中央アジア



中央アジア 5 か国は 219、1991 年のソ連崩壊後に誕
生した比較的新しい国々である。独立後、経済状況は
様々であるが、経済成長に大きな差を生み出している
要素の一つが、資源の有無である。実際、資源輸出国
の 1 人当たり GDP 額は、資源輸入国に比べて、大き
くなっている（第Ⅰ-2-5-24 図）。

これら 5 か国は、1991 年まではソ連邦内の構成共
和国であり、歴史的にも経済的にも、ロシアと深い関
係を築いてきた。中央アジア諸国の独立後も、ロシア

は自らイニシアティブをとりながら、多角的に、旧ソ
連地域の統合を志向してきた。その延長線上にあるの
が、2015 年 1 月に発足したユーラシア経済同盟とい
えよう。

また、近年の新しい動きとして、経済成長を続ける
近隣国、中国との経済関係が急速に発展している。特
に、習近平政権の進める「一帯一路」政策は、今後の
中央アジア諸国と中国の関係をみるときに、重要な要
素となりつつある。

ここでは、それぞれの地域経済圏構想を掲げる 2 つ
の大国である中国及びロシアと中央アジア諸国との関
係についてみていく。

（1）中央アジア諸国の対外関係
まず、中央アジア諸国の輸出におけるロシアと中国、

それぞれへの輸出依存度について触れる。
特筆すべきは、2009 年以降、中国への輸出依存度

がロシアへの輸出依存度を上回っていることである。
2000 年には、中央アジア諸国の対露輸出依存度は約 2
割を超えており、依然としてロシアとの関係が強い貿
易構造であった。

しかし、次第にロシアへの依存度は減少基調となり、
10 年後の 2010 年には約 7％となった。足下の 2017 年に
は、僅かながら上昇したものの約 9％にとどまった。一方、
中国への輸出依存度は、2009 年頃から増加傾向にあり、
2017 年には約 20％となっている（第Ⅰ-2-5-25 図）。

3．中央アジアの対外経済関係

第Ⅰ-2-5-23 図
日本からロシアへの対外直接投資額推移（業種別）（ス
トック）

備考：�残高ベース
資料：�財務省「国際収支統計」より作成。
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第Ⅰ-2-5-24 図
中央アジアの一人当たり GDP （ドル）
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資料：�IMF WEO（2018.04）より作成。

219	ここでは、カザフスタン、ウズベキスタン、トルクメニスタン、キルギス、タジキスタンを指す。
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く。まず、世界から中央アジア諸国への対内直接投資
残高をみると、2000 年には 123 億ドルであったが、
2016 年には 1,825 億ドルと、約 15 倍となっており、
急速に伸びている。国別でみると、カザフスタン向け
が約 7 割、次いでトルクメニスタンが約 2 割となって
おり、資源国への投資が盛んであることがわかる（第
Ⅰ-2-5-30 図）。

次に、投資母国別の対内直接投資額をみていく。こ

こでは、IMF にてデータが公表されている、カザフ
スタン、キルギス、タジキスタンについて述べる。

原油、ウラン、金属など豊富な資源を有するカザフ

第Ⅰ-2-5-28 表 中央アジア諸国の輸出入品目シェア（対中国）

カザフスタン キルギス
輸 出 輸 入 輸 出 輸 入

品 目 割合
（%） 品 目 割合

（%） 品 目 割合
（%） 品 目 割合

（%）
鉱物性燃料 24.0 一般機械 24.0 鉱石、スラグ、灰 53.6 履物 16.6 

銅及びその製品 20.5 電気機器 19.4 たばこ及び製造たばこ代用品 12.6 一般機械 14.1 

無機化学品、貴金属など 19.6 鉄鋼製品 9.0 革 8.7 人工繊維及び同製品 10.3 

鉄鋼 14.3 プラスチック及び同製品 5.4 鉱物性燃料 8.2 電気機器 9.4 

鉱石、スラグ、灰 10.6 光学機器 3.6 車両及び同部品（鉄道・軌道用除く） 2.6 衣類及び同付属品 6.8 

ウズベキスタン トルクメニスタン
輸 出 輸 入 輸 出 輸 入

品 目 割合
（%） 品 目 割合

（%） 品 目 割合
（%） 品 目 割合

（%）
鉱物性燃料 42.9 一般機械 24.2 鉱物性燃料 98.5 一般機械 16.4 

綿及び綿織物 21.7 電気機器 15.8 塩、硫黄など 0.6 電気機器 26.4 

無機化学品、貴金属など 12.8 プラスチック及び同製品 7.6 植物性生産品 0.4 車両及び同部品（鉄道・軌道用除く） 2.9 

プラスチック及び同製品 10.2 鉄鋼 6.7 綿及び綿織物 0.2 鉄鋼製品 2.5 

銅及びその製品 4.9 鉄鋼製品 4.8 ラック並びにガム、樹脂など 0.1 ゴム及び同製品 0.9 

タジキスタン
輸 出 輸 入

品 目 割合
（%） 品 目 割合

（%）
鉱石、スラグ、灰 52.9 一般機械 27.6 

一般機械 14.4 電気機器 12.1 

光学機器など 13.7 鉄鋼 10.8 

綿 7.5 鉄鋼製品 10.4 

車両及び同部品
（鉄道・軌道用除く） 7.4 車両及び同部品（鉄道・軌道用除く） 5.9 

備考：ITC にて公表されているデータは 2016 年が最新となっている。（2018.5 現在）
資料：International Trade Center より作成。

第Ⅰ-2-5-29 表 中国の天然ガス輸入相手国

国順位 2010 2017
1 位 トルクメニスタン（100%）トルクメニスタン（76.6%）

2位 ー ミャンマー（13.8%）

3位 ー ウズベキスタン（7.6%）

4位 ー カザフスタン（2.1%）
備考：天然ガスはHSコード 271121 を指す。
資料：Global Trade Atlas より作成。

第Ⅰ-2-5-30 図
世界から中央アジア諸国への直接投資額推移

備考：�残高ベース
資料：�UNCTADより作成。
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が懸念されている。各国の債務残高対 GNI 比をみると、
多数の経済協力が実施されているカザフスタンの対外
債務対 GNI 比は 2016 年には 135％と、前年の 88％か
ら大幅に上昇した。次いで、キルギスの値も上昇傾向
にあり、2016 年には 125％となっている（第Ⅰ-2-5-36
図）。

（3）�ユーラシア経済同盟（Eurasian Economic 
Union）

ロシアと旧ソ連地域との経済関係をみる上で、注目
されるのが、ユーラシア経済同盟（以下 EEU）である。

EEU は、域内の物、資本、労働力、サービスの移
動の自由を目的とし、2015 年 1 月に発足した 222。中
央アジアの中では、カザフスタン及びキルギスが加盟
し、その他、アルメニア、ベラルーシ、ロシアが加盟
している。EEU は、地域経済統合をより強くし、ユー
ラシア地域経済体として、域外との貿易を高めること
を目的とし設立された。

実際は、輸出入ともに域内貿易の割合は少なく、大

半が域外輸出となっている。加盟国の輸出総額に占め
る域外輸出は、約 88％、輸入総額に占める域外輸入は、
約 82％となっている（第Ⅰ-2-5-37 図、第Ⅰ-2-5-38 図）。

その大きな要因は、加盟国の中で、経済規模の大き
いロシアの貿易額が突出して大きく、ロシアの貿易構
造が EEU の域内貿易率の値に大きく影響することで

第Ⅰ-2-5-34 表 対内直接投資に占める中国の割合の推移

（単位：％）

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
カザフスタン 3.0 3.2 3.8 4.5 5.1 4.1 11.3 10.5 

キルギス 10.2 13.1 13.9 14.2 23.5 23.1 25.9 26.6 

タジキスタン - - - - - - 37.7 43.7 
備考：1．中国の投資額には、香港・マカオ含む。

2．タジキスタンは、2015 年よりデータが公表されている。
資料：IMF CDIS 2017 年 12 月版より作成。

第Ⅰ-2-5-35 図
中国の中央アジア諸国への対外経済協力（プロジェク
ト完成額）

資料：�中国商務部、CEIC Database より作成。
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第Ⅰ-2-5-36 図
中央アジア諸国の対外債務残高対 GNI 比

資料：�World Bank International Debt Statics より作成。
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第Ⅰ-2-5-37 図
ユーラシア経済同盟国の輸出総額に占める域内外輸出
割合（2017 年）

資料：�Eurasian Economic Union 公表資料より作成。
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222	ユーラシア経済同盟の前身として、2010 年に関税同盟を開始。
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ある。
現在、EEU は、中国、インド、東南アジア諸国、

中東諸国等との関係強化を模索している。2016 年 10
月には、ユーラシア経済同盟とベトナムとの間で
FTA が発効した。2025 年までに、EEU 側の平均輸
入関税率は、9.7％から 2％に、ベトナム側は 10％か
ら 1％に引き下げられる予定になっている。さらに、

インドやニュージーランド、韓国 223 との関係強化も
模索している。

（4）大ユーラシアパートナーシップ
以上のように、中央アジア諸国と、中国との経済関

係が深まる中、2013 年に、習近平国家主席により、「シ
ルクロード経済圏」構想が提唱された。当時、ロシア
では、ロシア主導の「ユーラシア経済同盟」との利益
が対立すると考えられ、警戒や反発もあった。

しかし、両国は、2015 年 5 月の中露共同声明により、
中国の一帯一路とユーラシア統合をつなぎ合わせるこ
とで原則合意した 224。さらに、2017 年 11 月の APEC
首脳会議を前に、プーチン大統領により寄稿された論
文 225 では、ユーラシア経済連合と一帯一路を基盤に
大ユーラシア・パートナーシップを作り上げるよう提
言された。

ロシア、中国、中央アジア諸国を含むユーラシア大
陸の国々が、どのような経済関係を構築していくのか
注目される。

第Ⅰ-2-5-38 図
ユーラシア経済同盟国の輸入総額に占める域内外輸入
割合（2017 年）

資料：�Eurasian Economic Union 公表資料より作成。
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223	2017 年 9 月の韓露首脳会談において、自由貿易協定締結推進を合意。
224	2017 年 10 月には、EEU と中国は、貿易経済協力協定交渉の終了を発表した。具体的内容については非公表。
225	『共に繁栄と調和のとれた発展へ』
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